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研究要旨 

 令和 4 年度は都道府県の地域リハビリテーション支援体制（以下、『リハビリテーショ

ン』と『リハ』と略す）の実施状況と市町村地域リハ活動支援事業の実施状況の関係性、

および市町村の介護予防事業における地域リハ支援体制の活用状況を確認した。さらに

それらの結果と都道府県のリハ支援センターからの情報提供をもとに抽出した11市町村

および 3 県のリハ支援センターへのヒアリングを実施し、その結果から市町村の介護予

防事業支援に効果的な都道府県の地域リハ支援体制の活動指標チェックリスト案を作成

した。 

 令和 5 年度の本研究は、令和４年度に作成した地域リハ支援体制の活動指標チェック

リスト案を用い、都道府県の地域リハ支援体制の実態を把握し、市町村支援が良好に行わ

れていると回答した県の地域リハ支援体制における共通項目を抽出することで、活動指

標チェックリスト案の修正を行うこと。さらに、その市町村支援が良好に行われていると

回答した県に立地する市町村に対して、介護予防事業に関わる地域リハ支援体制の活用

状況や期待する内容を把握し、修正した地域リハ支援体制の活動指標チェックリスト案

の有用性を検討すること。そして、都道府県担当者、リハ支援センター、広域支援センタ

ー、市町村等の職員を対象としたヒアリングを実施し、地域リハ支援体制活動指標チェッ

クリストの完成版作成し、それを用いて改めて全国地域リハ支援体制の実態を把握する

とともに、その結果を WEB サイトで公開することを目的として実施した。 

 これらの調査やヒアリングを通し、活動指標チェックリストとしては「連携」「つなが

り」「人材」また「リハ支援センター」「広域支援センター」「協力機関」等の名称につい

ての定義づけを明確にすることが求められ、各機関等の機能・役割について一律な「あり

方」を問う活動指標チェックリストでは利用が難しい等の意見が集約された。 

 これらに基づき市町村の介護予防事業の支援を実施するために、地域リハ支援体制と

して最低限必要であると考えられる機能・役割の有無を確認し、その上でその機能・役割

をどの機関が担当しているのかを確認する形式に活動指標チェックリストを修正し、現

時点における完成版とした。これを用いて把握した全国の都道府県の地域リハ支援体制

の現状をホームページで公開した（https://sites.google.com/view/cbr-kourou2022-

2023）。 
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A． 研究目的 

 本研究において、令和 4 年度は都道府県

の地域リハビリテーション支援体制（以下、

『リハビリテーション』をリハと略す）の実

施状況と市町村地域リハ活動支援事業の実

施状況の関係性と、市町村の介護予防事業

における地域リハ支援体制の活用状況を確

認した。さらにそれらの結果と都道府県リ

ハ支援センターからの情報提供をもとに抽

出した 11 市町村と 3 県のリハ支援センタ

ーへのヒアリングを実施し、その結果から

市町村の介護予防事業支援に効果的な都道

府県の地域リハ支援体制の活動指標チェッ

クリスト案を作成した。 

 令和 5 年度の本研究は、令和４年度に作

成した地域リハ支援体制の活動指標チェッ

クリスト案を活用し、都道府県の地域リハ

支援体制の実態を把握し、市町村支援が良

好に行われている都道府県の地域リハ支援

体制における活動指標チェックリスト案の

共通項目を抽出すること。そして、その調査

で抽出された都道府県に立地する市町村に

対して、介護予防事業に関わる地域リハ支

援体制の活用状況や期待内容を把握し、修

正した地域リハ支援体制の活動指標チェッ

クリスト案の有用性を検討すること。さら

に、都道府県担当者、リハ支援センター、広

域支援センター、市町村等の職員を対象と

したヒアリングを実施し、地域リハ支援体

制活動指標チェックリストの完成版作成し、

それを用いて改めて全国地域リハ支援体制

の実態を把握するとともに、その結果を

WEB サイトで公開することを目的として

実施した。なお、研究実施にあたり日本リハ

ビリテーション病院・施設協会の協力を得

て実施している。 

 

B． 研究方法 

①地域リハ支援体制の活動指標チェックリ

スト案を活用した都道府県の地域リハ支援

体制の実態の把握と活動指標チェックリス

ト案の有用性の確認と修正 

 研究代表者の菊地尚久と研究分担者の田

中康之を中心に、研究者が所属する千葉県

を除く 46 都道府県の地域リハビリテーシ

ョン支援体制に関わる担当課および 22 都

道府県のリハ支援センターを対象に調査票

調査を実施した。 

 

②市町村介護予防事業等における地域リハ

支援体制の活用状況の把握と修正した地域

リハ支援体制の活動指標チェックリスト案

の有用性の確認 

 研究分担者の五百川和明と田中康之を中

心に、研究①により抽出した、地域リハ支援

体制として県とリハ支援センターの両者が

介護予防事業支援について市町村との関係

が「良好または比較的良好」と回答した５県

に立地する 163 市町村と、地域リハ支援体

制は無いがリハ専門職の職能団体の協力を

得て市町村支援を行っている 2 県に立地す

る 50 市町村の合計 213 市町村を対象に調

査票調査を行った。 

 

③地域リハ支援体制に関わる活動指標チェ

ックリストの完成に向けたヒアリングの実

施 

 研究分担者の鈴木英樹と田中康之を中心

に、地域リハ支援体制を既に実施もしくは

今後実施予定である都道府県担当者、リハ

支援センター、広域支援センター、市町村等

の職員を対象に、これまでの研究に関わる

2



 

 

報告会を実施し、研究①②にて修正した活

動指標チェックリスト案に関するグループ

ヒアリングを実施した。 

 

④活動指標チェックリストを活用した地域

リハビリテーション支援体制の実態把握と

その WEB 公開 

 研究分担者の田中康之、五百川和明、鈴木

英樹を中心に、研究③により完成した活動

指標チェックリストを用いて都道府県の地

域リハ支援体制の主管課を対象とした調査

票調査を実施し、その結果についてホーム

ページを作成し掲載した。 

 

C． 研究結果 

①地域リハ支援体制の活動指標チェックリ

スト案を活用した都道府県の地域リハ支援

体制の実態の把握と活動指標チェックリス

ト案の有用性の確認と修正 

 都道府県の地域リハ支援体制の実態の把

握を行った結果、都道府県の地域リハ支援

体制に関わる担当課とリハ支援センターの

両者が、介護予防事業支援において、市町村

との関係性が良好または比較的良好と回答

した 5 県を抽出し、活動指標チェックリス

ト案の中から主に 5 県中 4 県の県とリハ支

援センターの両者が該当した項目を地域リ

ハ支援体制として必ず有すべき構造や役

割・機能として抽出し、活動指標チェックリ

スト案の修正を行った。 

 なお、この 5 県の特徴は 

 県として、県リハ支援センターと地域

リハ支援体制の機能・役割を明文化し、

共有する機会を設け、意見交換をする

機会がある。 

 県地域リハ協議会が設置され、医師会・

歯科医師会・理学療法士会・作業療法

士会・言語聴覚士会が構成団体となっ

ている。 

 地域リハ支援体制について県リハ支援

センターから県へ提言できる関係であ

る。 

 リハ専門職の職能団体と県リハ支援セ

ンターとの役割分担を職能団体が確認

できていること。 

 

②市町村介護予防事業等における地域リハ

支援体制の活用状況の把握と修正した地域

リハ支援体制の活動指標チェックリスト案

の有用性の確認 

 地域リハ支援体制がある県の 163 市町村

からは 77 市町村（47％）、ない県の 50 市町

村からは 29 市町村（58％）、合計 106 市町

村（50％）から回答が得られた。その結果、

地域リハ支援体制にはリハ専門職の人材確

保に関わることについて大きな期待がある

が、それ以外のこととして事業運営に関わ

る計画や評価に関すること、関係機関同士

やリハ専門職同士のつながり作りに関する

こと、そして他の市町村との情報交換に関

わることなど、幅広い機能・役割を期待され

ており、活動指標チェックリストとしてそ

れらが把握できることが望ましいことが確

認された。 

 

③地域リハ支援体制に関わる活動指標チェ

ックリストの完成に向けたヒアリングの実

施 

 ヒアリングの結果、活動指標チェックリ

スト案に利用していた「連携」「つながり」

「明確」「共有」「理解」「人材」また「リハ
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支援センター」「広域支援センター」「協力機

関」等の名称についての定義を明確にする

ことが求められた。また、現在地域リハ支援

体制の整備に取り組んでいる場合、設置し

ている各機関の機能・役割や保健所等や市

町村との関係性が既に構築されている等の

理由から、各機関等の機能・役割や関係性を

一律な「あり方」として問う活動指標チェッ

クリストでは利用が難しい等の意見が集約

された。これらに基づき活動指標チェック

リスト案を修正し、現時点における完成版

を作成した（資料１）。 

 

④活動指標チェックリストを活用した地域

リハビリテーション支援体制の実態把握と

その WEB 公開 

研究者が所属する千葉県を除く 46 都道

府県中 28 件（60％）から回答を得た。現時

点における完成版の地域リハ支援体制活動

指標チェックリストそして本研究で把握し

た各都道府県の地域リハ支援体制の現状に

ついてホームページを作成し公開した。 

https://sites.google.com/view/cbr-

kourou2022-2023 

 

D． 考察 

 地域リハ支援体制は平成 12 年 3 月に厚

労省老人保健福祉局長通知として発出され

た「地域リハビリテーション推進事業実施

要綱」に基づく国が行う補助事業として開

始された。その後、平成 18 年度から都道府

県単独事業に改変され、令和 3 年度にその

指針が改定された。したがって、平成 12 年

度当初からこの地域リハ支援体制の整備を

推進している都道府県では既に 24 年が経

過している。 

 また、市町村介護予防事業の取組みも既

に長期間を経ている。リハ専門職の活用を

推進した地域リハ活動支援事業が国から打

ち出された 2013 年からも 10 年以上を経過

している。 

 これまでの地域リハ支援体制に関わる議

論では、その体制の構造に関わる協議会や

都道府県、リハ支援センター、広域支援セン

ター等の有無を確認が優先され、その上で

各機関の機能・役割を確認することが多く、

令和 4 年度に本研究で作成した活動指標チ

ェックリスト案においても同様な建付けと

なっていた。 

 今回完成版とした活動指標チェックリス

トでは、市区町村の介護予防事業の支援の

ために地域リハ支援体制として最低限必要

であると考えられる機能・役割の有無を確

認し、その上でその機能・役割を担う機関は

どの機関なのかを確認する形式とした。 

 このことにより、都道府県の地域リハ支

援体制の実態が見えやすく且つ他の都道府

県の体制と比較をしやすくなったと考えら

れる。 

 

E． 結論 

 2 年間の成果として地域リハ支援体制の

活動指標チェックリストを完成した。また、

それを活用して把握した全国の都道府県の

地域リハ支援体制の現状をホームページで

公開した。 

https://sites.google.com/view/cbr-

kourou2022-2023 

その調査で得られた地域リハ支援体制の

実施状況とホームページ公開内容例を資料

２，３として添付した。 
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 今後は定期的に調査を実施し、ホームペ

ージの情報を更新すること、必要に応じて

活動指標チェックリストの内容の修正を行

うこと、更には活動指標チェックリストの

活用方法などの普及を通し、市町村支援に

より有用な地域リハ支援体制の構築に寄与

することとする。 

 

F． 健康危険情報 

 無し 

 

G． 研究発表 

 無し 

 

H． 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

 無し 

2. 実用新案登録 

 無し 
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地域リハビリテーション支援体制 活動指標チェックリストについて 

 

1. 目的 

 この活動指標チェックリストは、市区町村が実施する一般介護予防事業等を効果

的に実施するための都道府県地域リハビリテーション支援体制のあり方を確認

し、また他の都道府県の取組みを共有することを目的としています。 

 

2. 作成背景 

 この活動指標チェックリストは、厚生労働科学研究費補助金「地域リハビリテー

ションの効果的な提供に資する指標開発のための研究」にて実施した令和 4 年度

の 10 市町村と３県のリハビリテーション支援センターのヒアリングと令和５年

度の全国都道府県およびリハビリテーション支援センター、そして 7 県 213 市町

村を対象とした調査票調査の結果、そしてその報告会参加者からの意見を基に作

成しました。 

 

3. 用語の定義 

⚫ 地域リハビリテーション支援体制（以下、地域リハ支援体制と略します） 

 2021 年 5 月 17 日 老老発 0517 第 1 号 厚労省老人保健課長発「 『地域リハ

ビリテーション推進のための指針』の 改定 について」に基づき、実施主体は都

道府県の事業です。市区町村で実施する地域リハビリテーション活動支援事業で

はありません。 

 「地域リハ支援体制」とは、この指針に書かれているように「地域包括ケアシス

テムの構築かつ市町村の一般介護予防事業 を中心とした地域支援事業の充実・

強化のための体制の整備を図る」ためのものとします。 

 

⚫ リハビリテーション専門職（以下、リハ専門職と略す） 

 理学療法士・作業療法士・言語聴覚士を総称して「リハ専門職」とします。 

 

4. 活用時の留意点 

 この活動指標を確認・回答するのは、都道府県の地域リハ支援体制に係わる主管

課担当者および都道府県リハビリテーション支援センター担当者です。地域リハ

支援体制を検討する協議ツールとしてもご活用ください。 

 文言の解釈判断に迷う場合は関係者で協議をして「この文言について私たちはこ

のように定義づけをしよう」とその解釈を決めていただいて結構です。 

 この活動指標には、より効果的に市区町村の介護予防事業の支援を実施するため
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の地域リハ支援体制に最低限必要であると考えられる機能・役割をまとめてあり

ます。これらの機能・役割について地域リハ支援体制として設置されているどの

機関が担当しているのかを検討・確認するためのチェックリストとしてご活用く

ださい。 

 但し、この活動指標項目が必要十分条件ではありません。地域リハビリテーショ

ン支援体制や介護予防事業は、都道府県や市区町村の実情の応じ多種多様です。

各項目を一つの目安として、関係者同士の議論の素材としてご利用ください。 

 地域リハビリテーション支援体制が無い都道府県の場合、今後その体制を整える

際の目安としてお使いください。 

 本来、地域リハビリテーション支援体制は介護予防事業支援のためだけのもので

はないこと、その活動を担うのは理学療法士、作業療法士、言語聴覚士だけでは

ないことは理解をしておりますが、この活動指標はこの両者に焦点を絞っていま

す。もちろん発展的にこれを他事業や他職種に利用していただいても構いません。 

 

5. 情報共有について 

 回答をご提出いただきましたら、その結果を取りまとめＷＥＢサイトで公開をさ

せていただきます。 

 今後、1 年ごとに情報提供のお願いをする予定です。 

 

●参考資料（この活動指標チェックリストを活用する際に参考となる資料です） 

 一般社団法人 日本リハビリテーション病院・施設協会．令和 2 年度老人保健事

業推進費等補助金 老人保健健康増進等事業「地域包括ケアシステム構築に向け

た地域リハビリテーション支援体制整備マニュアル」 

https://www.rehakyoh.jp/wp/wp-

content/uploads/2021/04/r02roukenmanual.pdf 

 厚生労働省．令和 6 年３月全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料 老

人保健課 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38293.html 

 老老発 0517 第１号 令和３年５月 17 日 厚生労働省老健局老人保健課長「地域リ

ハビリテーション推進のための指針」の改定について  

www.rehakyoh.jp/wp/wp-content/uploads/2021/05/20210519mhlw_cbr.pdf  
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地域リハビリテーション支援体制 活動指標チェックリスト 

 

 

※ それぞれの質問に対して、該当する全ての項目の☐にチェックを付けてください。 

 

※ この活動指標には、より効果的に市区町村の介護予防事業の支援を実施するため

の地域リハ支援体制に最低限必要であると考えられる機能・役割をまとめてあり

ます。 

これらの機能・役割を地域リハ支援体制として設置されているどの機関が担当している

のかを検討・確認するためにご活用ください。 

 

※ この活動指標は、都道府県の地域リハ支援体制に係わる主管課担当者もしくは都

道府県リハビリテーション支援センター担当者が回答することを前提に作成し

ています。 

 

※ 回答をご提供いただけた場合、その結果を取りまとめＷＥＢサイトで公開をさせ

ていただきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件に関する問い合わせ先 

千葉県千葉リハビリテーションセンター 地域リハ推進部 

住所：千葉県千葉市誉田町 1-45-2   

電話： 043-291-1831 
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2 

 

●回答される方についてお答えください。 

都 道 府 県  

所 属 部 署  

住 所 
〒 

 

電 話 番 号  

E - m a i l 

（回答をご提供いただいた場合のこちらからの問い合わせのみに活用しま

す。WEB サイトへの公開はいたしませんのでご安心ください） 

 

 

 

氏 名 

（回答をご提供いただいた場合のこちらからの問い合わせのみに活用しま

す。WEB サイトへの公開はいたしませんのでご安心ください） 

 

 

 

 

I. 地域リハ支援体制の有無について 

☐市区町村の介護予防事業等を支援する体制の一つとして、地域リハ支援体制が都道

府県の第 9 期介護保険事業支援計画やその他の計画、連携指針等に記載されてい

る（令和 5 年度末時点での地域リハ支援体制の有無は問わない）。 

➢ 記載されている主な計画・連携指針名 

  （                                ） 

☐これらをホームページ（以下、HP）等で市区町村担当者等が閲覧できる。 

 

☐現在、都道府県が実施主体である地域リハ支援体制がある。 

  ☐その体制は、市町村介護予防事業支援に活用されている。 

 

※ 地域リハ支援体制が無い場合は、以下の内容は今後の体制立ち上げ時の参考にし

てください。 

※ また、計画等への記載や地域支援体制の有無も把握をできればと考えております。

可能な限り以下の項目は空白のままで結構ですので、ご提出ください。 
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II. 地域リハ支援体制の構造について 

☐地域リハ支援体制の方向性や機能・役割等を協議する会議体がある。 

※ 多くの場合、地域リハ支援体制整備に関係する職能団体、保健所や市町村代表者な

どから構成されている。 

※ 名称は、都道府県によって異なる。 

※ 以下、この会議体を「協議会」と略する。 

☐協議会の構成団体として、都道府県医師会が含まれている。 

☐協議会の構成団体として、都道府県理学療法士会・作業療法士会・言語聴覚士会

もしくはこれらの連合職能団体が含まれている。 

☐協議内容は議事録が作成され、HP 等で市町村介護予防事業担当者等が閲覧する

ことができる。 

➢ 協議会の開催頻度 

 ☐ 1 回／月 ☐ 1 回／四半期  ☐ 1 回／半年 ☐ 1 回／年 ☐不定期 

 

☐地域リハ支援体制の推進のため都道府県全域を対象とした中核機関を都道府県が

指定している。 

※ 名称は都道府県によって、都道府県リハビリテーション支援センター、都道府県地

域リハ支援センターなどと異なる。 

※ 以下、この機関を「リハ支援センター」と略す。 

 

☐２次保健医療圏域や保健所圏域など、市区町村単位より広域を活動範囲とする機関

を都道府県が指定している。 

※ 都道府県によって地域リハ広域支援センター、地域リハ支援センター、圏域地域リ

ハ支援センター等、名称が異なる。 

※ 以下「広域支援センター」と略す。 

➢ 広域支援センターの担当範囲 

☐ 2 次保健医療圏域  ☐保健所圏域   ☐その他（       ） 

  

10

chiiki136
テキスト ボックス



 

4 

 

☐地域リハ支援体制を推進するために、リハ支援センターや広域支援センターの活動

に実働として協力してもらう機関がある。 

※ 都道府県によって市区町村地域リハ支援センター、地域リハサポートセンター、地

域リハパートナー、協力医療機関等、名称が異なる。 

※ これらを指定するのは都道府県の場合や市町村の場合もある。 

※ 以下「協力機関」と略す。 

➢ 協力機関の活動範囲 

☐都道府県全域    ☐２次保健医療圏域    ☐市区町村 

☐市区町村内の一部  ☐活動範囲に取り決めは無い 

 

III. 地域リハ支援体制の方向性の検討について 

☐地域リハ支援体制として 2 次保健医療圏域の関係機関との調整や地区医師会との

調整、地域診断や地域ニーズの分析を担う機関が決められている。 

➢ 具体的な機関 

☐都道府県   ☐協議会  ☐リハ支援センター ☐広域支援センター 

☐保健所や保健福祉事務所  ☐協力機関   

☐職能団体（                          ） 

 

☐上述のような機関は決められていないが、地域リハ支援体制の中でこのような機

能役割を有する機関と連携することが決められている。 

➢ 具体的な連携先 

☐保健所や保健福祉事務所  ☐都道府県の主管課以外の担当 

☐職能団体（                         ） 

☐その他 

➢ 具体的な連携手段 

☐会議への参加  ☐紙面等での情報交換  ☐日常的な連絡 

☐特に決められていない  ☐その他（           ） 
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☐協議会とは別に、都道府県主管課、リハ支援センター、広域支援センターが一同に

会し、地域リハ支援体制の方向性や各機関のあり方等を協議する機会がある。 

➢ 主催者  ☐都道府県主管課 ☐リハ支援センター ☐広域支援センター 

      ☐特に決められていない 

➢ 開催頻度 ☐ 1 回／月  ☐ 1 回／四半期  ☐ 1 回／半年 

   ☐ 1 回／年  ☐不定期 

 

☐地域リハ支援体制として各市区町村の課題・ニーズの分析把握をするための機関を

決めている。 

➢ 具体的な機関 

☐都道府県   ☐協議会  ☐リハ支援センター ☐広域支援センター 

☐保健所や保健福祉事務所  ☐市区町村・保健センター 

☐協力機関   ☐職能団体（                  ） 

☐そのような機関は決められていないが、市区町村の課題・ニーズの分析把握を

している市区町村担当と共通認識を持つ機会がある。 

➢ その役割を担う地域リハ支援体制側の機関 

☐都道府県   ☐協議会  ☐リハ支援センター ☐広域支援センター 

☐協力機関   ☐職能団体（                  ） 

➢ 共通認識を持つための手段 

☐会議への参加  ☐紙面等での情報交換  ☐日常的な連絡 

☐特に決められていない  ☐その他 

 

IV. 人材育成について 

☐地域リハ支援体制として、市区町村の介護予防事業支援に協力するリハ専門職の育

成に関する内容や実施方法・実施機関等について、関係機関の間で合意形成ができ

ている。 

➢ 合意形成ができている機関  

☐都道府県主管課 ☐協議会 ☐リハ支援センター ☐広域支援センター 

☐協力機関    ☐職能団体（                 ） 

☐このことを HP 等で市区町村担当者が確認することができる。 
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☐市区町村の介護予防事業に協力するリハ専門職の育成のための研修実施機関が決

まっている。 

➢ 実施機関 

☐都道府県主管課 ☐リハ支援センター ☐広域支援センター 

☐職能団体（具体的に                      ） 

☐状況に応じて実施機関が変わる 

☐このことを HP 等で市区町村担当者が確認することができる。 

 

V. 市区町村への人材派遣・事業協力について 

☐都道府県全体および 2 次保健医療圏域を単位として、市区町村の介護予防事業にリ

ハ専門職が協力してもらえるための市区町村とリハ専門職の関係づくり（仕組みづ

くり）を進める機関が地域リハ支援体制として決まっている。 

➢ 実施する機関 

☐都道府県主管課  ☐リハ支援センター  ☐広域支援センター 

☐職能団体（具体的に                      ） 

☐このことについて、関係機関の間で合意形成ができている。 

➢ 合意形成がある機関  

☐都道府県主管課  ☐協議会  ☐リハ支援センター 

☐広域支援センター       ☐協力機関 

☐職能団体（                 ） 

 

➢ リハ専門職が協力している内容 

☐事業を実施する人材派遣  ☐事業計画立案や評価 

☐市区町村担当者からの相談 ☐その他 

☐リハ専門職の協力につながった市区町村数を把握している。 

 （    ）／都道府県市町村数（     ） 

☐これらのことを HP 等で市区町村担当者が確認することができる。 
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☐市区町村の介護予防事業について、当該市区町村内でリハ専門職の人材確保等が難

しい場合の人材確保に協力する相談窓口が地域リハ支援体制として決まっている。 

➢ 協力する相談窓口の機関 

☐都道府県主管課  ☐リハ支援センター  ☐広域支援センター 

☐職能団体（具体的に                      ） 

☐このことを HP 等で市区町村担当者が確認することができる。 

 

VI. 事業振り返り等について 

☐２次保健医療圏域や全県を単位として、市区町村の介護予防事業支援に協力してい

るリハ専門職が情報交換や困りごとの相談等を行う機会を地域リハ支援体制とし

て設定している。 

➢ 実施する機関 

☐都道府県主管課  ☐リハ支援センター  ☐広域支援センター 

☐職能団体（具体的に                      ） 

➢ 開催頻度  

☐ 1 回／月  ☐ 1 回／四半期  ☐ 1 回／半年   

☐ 1 回／年  ☐不定期   ☐必要に応じて 

 

☐市区町村が介護予防事業について困りごとが生じた場合の相談や解決に協力する

機関が地域リハ支援体制として決められている。 

➢ 担当している機関  

☐都道府県主管課  ☐リハ支援センター  ☐広域支援センター 

☐協力機関     ☐職能団体（                 ） 

☐このことを HP 等で市区町村担当者が確認することができる。 
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北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木
群馬

埼玉

千葉
東京

神奈川

新潟

富山
石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡愛知

三重

滋賀京都

大阪

兵庫

奈良
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鳥取

島根
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広島

山口

徳島
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愛媛
高知福岡

佐賀

長崎 熊本

大分

宮崎

鹿児島
沖縄

2024年3月末時点

都道府県地域リハ支援体制あり

都道府県地域リハ支援体制なし

回収なし

図２：回答結果に基づき作成した地域リハ支援体制が実施されている都道府県の一覧
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ホームページ掲載資料①　地域リハ支援体制がある都道府県一覧




更新日 2024年3月末時点

都道府県番号 43

基本情報

 都道府県

熊本県

 回答部署

認知症施策・地域包括ケア推進課

主な計画・連携指針の名称 第9期熊本県高齢者福祉計画､第9期熊本県介護保険事業支援計画

ホームページ等で市区町村担当者等が閲覧 閲覧できる

市町村介護予防事業支援への活用有無 活用されている

Ⅰ．地域リハビリテーション支援体制（以下、地域リハ支援体制）の有無について

Ｑ1：市区町村の介護予防事業等を支援する体制の一つとして、地域リハ支援体制が都道府県の第9期介護保険事業支援計

画やその他の計画、連携指針等に記載されている

　　▶　記載されている

Ｑ2：現在、都道府県が実施主体である地域リハ支援体制がある

　　▶　地域リハ支援体制がある
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ホームページ掲載資料②　ホームページ公開情報例




協議会の構成団体として、都道府県医師会が含

まれている
含まれている

協議会の構成団体として、都道府県理学療法士

会・作業療法士会・言語聴覚士会もしくはこれら

の連合職能団体が含まれている

含まれている

協議内容は議事録が作成され、ホームページ等で

市町村介護予防事業担当者等が閲覧することが

できる

できない

協議会の開催頻度 １回／年

広域支援センターの担当範囲 2次保健医療圏域

協力機関の活動範囲 市区町村

Ｑ6：地域リハ支援体制を推進するために、リハ支援センターや広域支援センターの活動に実働として協力してもらう機関がある。

※都道府県により市区町村地域リハ支援センター、地域リハサポートセンター、地域リハパートナー、協力医療機関など名称が異なる。以下、

協力機関と略す

　　▶　ある

Ｑ3：地域リハ支援体制の方向性や機能・役割等を協議する会議体（以下、協議会）がある

　　▶　ある

Ｑ4：地域リハ支援体制の推進のため都道府県全域を対象とした中核機関を都道府県が指定している。

※都道府県により都道府県リハ支援センター、都道府県地域リハ支援センターなど名称が異なる。以下、リハ支援センターと略す

　　▶　指定している

Ｑ5：2次保健医療圏域や保健所圏域など、市区町村単位より広域を活動範囲とする機関を都道府県が指定している。

※都道府県により地域リハ広域支援センター、地域リハ支援センター、圏域地域リハ支援センターなど名称が異なる。以下、広域支援センター

と略す

　　▶　指定している

Ⅱ．地域リハ支援体制の構造について
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地域診断やニーズ分析を担う機関 -

具体的な連携先 保健所や保健福祉事務所,

具体的な連携手段 会議への参加, 日常的な連絡

その機会の主催機関 リハ支援センター

開催頻度 １回／半年

決まっている機関 -

その役割を担う地域リハ支援体制側の機関 -

共通認識を持つための手段 -

　　▶　ない

　　▶　決められている

Ｑ9：協議会とは別に、都道府県主管課、リハ支援センター、広域支援センターが一同に会し、地域リハ支援体制の方向性や各

機関のあり方等を協議する機会がある

　　▶　ある

Ｑ10：地域リハ支援体制として各市区町村の課題・ニーズの分析把握をするための機関を決めている

　　▶　決まっていない

Ｑ11：Ｑ10のような機関は決められていないが、 市区町村の課題・ニーズの分析把握をしている市区町村担当と共通認識を持

つ機会がある

Ⅲ．地域リハビリテーション支援体制の方向性の検討について

Ｑ7：地域リハ支援体制として2次保健医療圏域の関係機関との調整や地区医師会との調整、地域診断や地域ニーズの分析を

担う機関が決められている

　　▶　決められてない

Ｑ 8：Ｑ7のような機関は決められていないが、地域リハ支援体制の中でこのような機能役割を有する機関と連携することが決めら

れている
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合意形成ができている機関 -

ホームページ等で市区町村担当者が確認すること

ができる
-

実施する機関 -

ホームページ等で市区町村担当者が確認すること

ができる
-

Ⅳ．人材育成について

Ｑ12：地域リハ支援体制として、市区町村の介護予防事業支援に協力するリハ専門職の育成に関する内容や実施方法・実施

機関等について、関係機関の間で合意形成ができている

　　▶　できていない

Ｑ13：市区町村の介護予防事業に協力するリハ専門職の育成のための研修実施機関が決まっている。

　　▶　決まっていない
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実施する機関 広域支援センター

関係機関の間で合意形成が出来ている 出来ている

合意形成が出来ている機関
都道府県主管課, 協議会, リハ支援センター, 広域支援センター, 協
力機関

リハ専門職が協力している内容 事業を実施する人材派遣, 市区町村担当者からの相談

リハ専門職の協力につながった市区町村数（把

握している範囲で）
-

ホームページ等で市区町村担当者が確認すること

ができる
できる

協力する相談窓口の機関 -

ホームページで等で市区町村担当者が確認するこ

とができる
-

Ⅴ．市区町村への人材派遣・事業協力について

Ｑ14：都道府県全体および2次保健医療圏域を単位として、市区町村の介護予防事業にリハ専門職が協力してもらえるための

市区町村とリハ専門職の関係づくり（仕組みづくり）を進める機関が地域リハ支援体制として決まっている

　　▶　決まっている

Ｑ15：市区町村の介護予防事業について、当該市区町村内でリハ専門職の人材確保等が難しい場合の人材確保に協力する

相談窓口が地域リハ支援体制として決まっている

　　▶　決まっていない
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実施する機関 リハ支援センター

開催頻度 １回／半年

担当する機関 広域支援センター

ホームページ等で市区町村担当者が確認すること

ができる
確認できる

Ｑ16：2次保健医療圏域や全県を単位として、市区町村の介護予防事業支援に協力しているリハ専門職が情報交換や困りごと

の相談等を行う機会を地域リハ支援体制として設定している

　　▶　設定している

Ｑ17：市区町村が介護予防事業について困りごとが生じた場合の相談や解決に協力する機関が地域リハ支援体制として決めら

れている

　　▶　決められている

Ⅵ．事業振り返りに等について
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